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県労連第３回幹事団交渉（12/16）
介護短時間勤務制度の研究を約束

忌引休暇の改悪提案は押し返す！

今回も人勧実施を明言せず！臨任職員の療養休暇の有給化、雇用の空白期間解消を求める

　県労連は12月16日、2015賃金確定闘争の第3回幹事団交渉を行いました。

　幹事団が当局回答の矛盾点や問題点を指摘し、職場の切実な実態について発言しました。

職員のモチベーションを低下させるな！

労務担当局長は今回も、「人事委員会勧告の尊重は基本」としながらも、「財政的に厳しい。ぎりぎりまで見極めたい。」と、今年度賃金の引上げ勧告の実施を留保する考え方は変えませんでした。

これまでの交渉の中で県労連は、「財源不足を主張するのであれば、具体的に職員が納得できる説明をすべきだ。」と追求しましたが、当局は具体的な根拠を示すことができませんでした。

そもそも賃金決定にあたり、労使交渉のルールの中に財政状況という要素はありません。

12月9日に行った支部代交渉の中でも、勧告実施を求める現場からの切実な発言が多く出されました。一向に改善されない時間外勤務の縮減や人員不足、業務の改善や見直しが進まない中、モチベーションを維持し、県民サービスの向上に日々努力している職員に誠意ある当局回答を求めたいと思います。

介護短時間勤務制度等の導入を！

介護の問題は、この先いつまで続くのか見通しがつかないものです。介護を抱えた職員が安心して働き続けられるよう、介護短時間勤務制度の導入や時差出勤の拡大など、職員にとって活用しやすい制度の構築は急務です。
臨任・非常勤等職員の労働条件改善を！

多様化・複雑化する県民ニーズに応えるために、ぎりぎりまで減らされた人員体制の中、正規職員だけでなく、臨任・再任用・非常勤職員が一丸となって、日夜仕事に励んでいます。

県労連は、職場でともに働く臨任・再任用・非常勤職員の賃金や休暇制度の改善を求めています。また、公務運営に支障をきたしている臨任職員の「雇用の空白期間」の撤廃も求めています。

　12月21日に最終の幹事団交渉を行いますが、自治労県職労は県労連に結集し、職員の生活を守るため、勧告の完全実施と諸要求の前進に向けて、全力で確定闘争に取り組むこととします。
県労連総決起集会～西公会堂～

県労連は12月16日、横浜・西公会堂において第二波総決起集会を開催し、5単組の代表がそれぞれ思いを込めて決意表明を述べました。
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自治労県職労からは鈴木さんが壇上に立ち、「①人事委員会勧告の完全実施が最優先②介護短時間勤務制度等の導入で働き続けられる環境整備③総労働時間短縮に向けて成果の出る具体的な取組み④臨任・非常勤等職員の賃金・労働条件の大幅な改善などを求め、現場の切実な要求を前進させたい。」と力強く発言しました。
	項　目
	これまでの労務担当局長回答・提案
	これまでの県労連の主張

	基本賃金

一時金

諸手当等
	○人事委員会勧告の尊重が基本。今年度の賃金について、月例給・一時金ともに引上げ勧告を受けたが、厳しい財政状況下においては、ぎりぎりまで見極める必要がある。勧告の実施には、現在の社会情勢や今日的観点から見直すべき給与等の諸制度はしっかりと見直すことが不可欠である。
○仮に、期末・勤勉手当の支給月数を引き上げる場合は、勤勉手当で対応し、今年度はすべて12月期に配分。

2015年度12月期：良好73.5→83.5　優秀80.5→90.5　特に優秀87.5→97.5

2016年度以降：良好73.5→78　優秀80.5→85.5　特に優秀87.5→93

○今年度・来年度の地域手当について、引上げ勧告を受けたが、ぎりぎりまで見極める必要がある。
○来年度の地域手当については、給与改定の有無にかかわらず引上げを実施すべきと考えている。
○住居手当・単身赴任手当の引上げについても、ぎりぎりまで見極める必要がある。

○交通用具使用者に係る通勤手当については、国に準じて改定。＜条例改定後に実施、引上げも引下げも遡及なし＞

○降格時の給与については、職務給の原則に基づき、現行制度を見直し、「降格時号級対応表」によって決定。＜2016年4月1日以降に降格した職員から対象＞
○時間外手当基礎額の算出方法について、現行は休日分相当時間として147時間15分（19日分）を除算して、1年間の労働時間を算出しているが、今後は固定ではなく、毎年の休日実績に応じた計算方法にしたい。＜2016年4月1日実施＞
	・当局が財源不足の根拠としている給与費や社会保障費等は、普通交付税の算出根拠となる基準財政需要額に算入されるもので、勧告による増額や社会保障費の増加分も含めて交付税で措置される。財源不足の根拠とはならない。
・人事委員会勧告制度は公務員の労働基本権制約の代償措置である。勧告の完全実施を強く求める。

・若年層の生活改善や人材確保の観点から、初任給及び若年層の賃金改善を求める。

・一時金は、勤勉手当ではなく、期末手当で引き上げるよう求める。
・一時金の引上げにあたっては、公平性を保つために、6月と12月に配分すべきである。

・この間、人事評価及び給与への反映については、「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」と労使で確認してきた。この原則からすれば、上位区分との差を現行の7から7.5に広げることは容認できない。
・地域手当の引上げは給与制度の総合的見直しと一体のもので、昨年合意したことを財政状況によって見直すことはあり得ない。

・交通用具使用者の通勤手当について、昨年、人事委員会は、「民間の支給状況及び本県の実情を考慮して改定すること。」と勧告し、県内民間企業の状況も示している。これを基本に改善すべきだ。勧告では、「国に準じて改定」とは言っていない。
・交通事情の悪い神奈川県においては、朝夕の通勤時間帯では渋滞が恒常的であり、燃費はすこぶる悪いのが実態である。近距離においてこの影響は大であり、現在の金額設定はこうした地域性に着目して、神奈川の独自措置としているものである。このような神奈川らしさを堅持すべきである。

	給与・旅費制度
	○2017年度から新人事・給与システムが稼働する予定。旅行雑費は一定の代替措置を講じることとし、廃止と決着した。しかし、その実現が困難であるため、仕切り直しとしたい。
	・労使で合意してきたことを反故にする重大性を当局は自覚しているのか。

・昨年、当局が提案した理由に、新人事・給与システムの更新に伴う費用の問題をあげている。旅行雑費が新システムで対応できるのか明確にすべき。

・携帯電話を貸与するなどの代替措置をすることができなくなった根拠を明らかにせよ。

	総労働時間の短縮
	○管理監督者の意識改革、マネジメント能力の向上が重要である。

○今まで全庁一斉ノー残業デーの取組み等を行ってきたが、今後スマート県庁アクションプランで残業ゼロに向けた取組みを進めるなど、引き続き努力していく。
	・これまで総労働時間の短縮に向けた取組みを行ってきたと言うが、人事委員会報告でも指摘されているとおり、状況は改善されていない。検証が必要である。

・職員個人や所属任せだけでは、過重労働の撲滅はできない。県全体で取り組むことが必要である。

・成果の出る具体策を考え、実行してほしい。

	メンタル
ヘルス対策の強化
	○安心して働くことができる職場環境の整備については、健康管理センターや地共済でさまざまな施策を進めてきた。
○ストレスチェックの実施にあたっては、プライバシーに配慮し、有効な方法について話し合いたい。
	・実践的な研修や啓発活動とともに、予防と早期対策のためのケアシステムの確立を図ること。

・「リハビリ勤務」について事例集をもとに検証を行い、職場への復帰について課題の共有を図ること。

・ストレスチェックの実施にあたっては、事前に労使協議を十分に行うこと。

	休暇制度の充実・改善
	○休暇もコスト。公務員を取り巻く厳しい状況の中で、これ以上の新設や拡充は難しい。
○介護短時間勤務制度については研究する。

○忌引休暇については国並みとし、配偶者は10日を7日に、配偶者のおじ・おばは対象外とする提案については、次期確定で話し合っていく。
	・子の看護休暇における日数の拡大と、「子」の対象年齢を義務教育終了までとすること。特に、子に障害等がある場合については、18歳まで引き上げてほしい。
・「介護離職を無くす」は国の方針でもある。神奈川においても、毎年貴重な人材が介護のために離職を余儀なくされている。介護を抱えた職員が、安心して働き続けられる制度を構築することは急務である。

	臨任・

再任用・
非常勤職員
	○給与・報酬には予算の制約があり、休暇等については職場運営、職員との均衡を踏まえると、これ以上の対応は困難である。

○臨任職員の療養休暇の有給化については、雇用形態の違いからできない。

○非常勤報酬については、正規職員の給与を整理したうえであらためて提案したい。地域手当も加味して考える。

○3/4非常勤の時間外勤務の割増率について、7時間45分までは、現行の125/100を100/100としたい。

	・再任用職員に生活関連手当を支給すること。
・臨任職員の初号制限を撤廃すること。
・臨任職員の雇用について、空白期間を置く必要がないとの総務省通知が発出されている。雇用の空白期間を早急に解消するよう求める。
・臨任・非常勤職員について、均等待遇の視点から賃金水準や休暇制度を改善すること。

・臨任職員の療養休暇を有給とすること。新たに予算措置を必要とするものではない。
・3/4非常勤の時間外手当割増率の引下げは、労働条件の不利益変更であり容認できない。

	再任用の

人事評価
	○地方公務員法の改正に伴い、再任用職員（フル・短時間）に人事評価制度を導入。任期更新の判断、勤勉手当への反映を考えている。2016年度中に運用を開始するべく、しかるべき場で話し合いたい。
○勤勉手当の上位区分の原資を手当するためには、標準の率をさわるしかない。
	・現在の人事評価制度の対象に含めるということか。現役と同様とするのであれば、支給月数も現役と同様にすべきではないか。

・仮に導入するとした場合、上位区分の原資はどこから手当するつもりか。

・標準の率を下げることは、いままでの労使交渉の枠から外れた手法であり、容認できない。


2015県労連確定闘争日程
○12月18日（金）決議文手交

○12月21日（月）幹事団交渉（最終）

19時～自治労県職労拡大評議委員会

場所：自治労県職労組合事務所（本庁舎地下）

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































